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社会保障の規模と財源調達   
一政治経済学的分析－  

小 西 秀 樹  

に要する負担を拒絶し，サービスが大幅に削減さ  

れる可能性が否定しきれない。   

社会保障支出を調達する財源として消費税に強  

い期待が寄せられている。どの程度意味があるか  

どうかは別にして，財務省の説明では既に消費税  

は「福祉目的化」されており，基礎年金，医療，  

介護のために投入されている。また平成16年度の  

財政再計算でも基礎年金給付の国庫負担増額が組  

み込まれており，その調達手段として消費税率の  

引き上げが予想される。   

消費税による社会保障の財源調達は政治経済学  

の視点から見たとき，負担や給付の規模の決定に  

どのような含意を持つだろうか。社会保障制度の  

維持可能性にどのような貢献を果たしうるだろう  

か。また，なぜ最近になって消費税による財源調  

達が注目を浴びるようになっているのだろうか。  

この論文では公共選択理論のフレイムワークを用  

いてこれらの点について考察する。   

論文の構成は次の通りである。ⅠⅠでは社会保障  

の規模と財源調達を決定する投票モデルについて  

説明する。ⅠⅠⅠでは賃金に賦課される社会保険料に  

よって財源調達した場合の投票均衡を分析し，社  

会保障の規模とその支持層について考察する。ⅠⅤ  

では消費税によって財源調達した場合の投票均衡  

における社会保障の規模とその支持層について分  

析する。消費税は社会保険料と違い退職世代内で  

の再分配効果を持つため，社会保障の規模を縮小  

する効果を持つことを示す。VではShepsle（1979）  

によって導入された構造誘導均衡の概念を用いて  

財源調達方法が内生的に決まるケースを分析し，  

高齢化の進展によって初めて消費税による財源調   

Ⅰ は じ め に  

急速な高齢化と少子化にともなって社会保障制  

度をどのように維持していくのかが大きな政治経  

済的問題になっている。昨年度の経済財政諮問会  

議では民間議員から社会保障支出の伸び率を，特  

に医療支出に関して，国内総生産などのマクロ経  

済指標に連動させ制度維持を図る案が提出された。  

これは厚生労働省や関係する利益団体を巻き込ん  

だ大論争となった。   

社会保障制度は年金，医療，介護，育児，生活  

保護など，ターゲットとする受給者層から提供す  

るサービスの内容まで大きく異なった，さまざま  

な制度によって構成されている。そのような制度  

の存在理由として経済学は情報の非対称性に起因  

する逆選択やモラル・ハザードといった市場の失  

敗を指摘する。しかし，近年社会保障制度につい  

て批判が集中しているのは，そのような市場の失  

敗を現行制度がうまく補整できているかという点  

よりもむしろ，高齢化・少子化にともなって拡大  

する世代間所得移転の構造を放置してよいかどう  

かという点であろう。事実，給付が現金か現物か  

という違いはあれ，公的な年金や医療保険制度を  

通じて勤労世代から退職世代へ大規模な所得再分  

配が賦課方式の財政運営によって行われている。   

自分たちの老後には十分な年金も給付されず，  

医療サービスも満足に受けられないのではないか。  

現在，勤労世代の多くが社会保障制度のゆくえに  

ついて危供している。今後，高齢化・少子化が進  

展すると，将来の勤労世代が現行の給付水準維持  
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達が投票均衡になることを明らかにする。Ⅵはこ  

の論文に残された課題を述べるとともに，今回の特  

集号に収録されている5つの論文との関連につい  

て簡単に触れる。  

ⅠⅠ基本モデル  

勤労世代と退職世代の2世代からなる世代重複  

モデルを考えよう。各個人の生涯は労働者として  

賃金を稼得する就労期と退職者として消費生活を  

営む退職期の2期間からなるとする1）。労働者fは  

効率単位で測った利用可能時間昂＞0を保有して  

おり，そのうち凡を労働供給に充当し賃金を得る  

（0≦凡≦昂）。勤労所得に村する社会保険料率（以  

下では便宜上，社会保険料を保険税，保険料率を  

保険税率と呼ぶ）をT乱，，純消費に対する消費税率を  

号とする。退職期の消費C≧0は税引き後の勤労  

所得，利子，および社会保障実質給付額βによっ  

てまかなわれる2）。家族内の世代間所得移転はない  

とする。簡単化のため，就労期の消費と退職期の  

労働供給は捨象する。利子率はγで一定，課税前  

の賃金率は1とする。  

1労 働 者   

労働者よの生涯予算制約は，  

（1＋号）Cf＝（1＋γ）（1一丁紺）Ⅳf＋（1＋号）β  

と表せる。号が社会保障給付βにかかっているの  

はグロスの給付額が物価上昇にあわせて増額され  

ることを示している。   

昂は労働者の能力や運によって決まってくる。．  

以下では昂を労働者fの能力と呼び，そのサポー  

トを［旦，昂，累積分布をダ（昂）（0＜旦＜眉＜＋∞，F（旦）  

＝0，ダ¢）≡1）とする。平均且 中位数＆はそれ  

ぞれE＝だ坤）血，F（E別）＝1／2によって定義され  
る。仰i）は能力分布の密度関数である。能力分布  

は図1に示されているように下方に偏りがあり，  

E椚＜Eとする。これは労働者層における勤労所得  

の分布に同様な偏りをもたらすために必要な仮定  

である。  

租消費にかかる消費税率を  

＜ T  
Tc＝  

i了盲  

と定義する。号を引き上げればT。も上昇する。こ  

れを用いると上記の予算制約は  

Cf＝（1＋γ）（1一丁。）（1一丁抄）凡＋β   

となる。この右辺から保険税と消費税が労働者の  

予算制約には全く同じ変化をもたらすことがわか  

る。租消費にかかる消費税率T。は経済行動の上で  

は保険税率と等価な消費税率と考えてよい，物価  

スライドにより社会保障給付βが非課税の実質給  

付額になっていることもわかる。   

労働者fの生涯にわたる効用関数を   

拘＝・h略一理）  

として効用最大化問題を解こう。∂＞0は時間選好  

率である。簡単化のため∂＝γを仮定する。また旦  

は十分に大きいとし内点解だけを考察する（これら  

の想定は何ら本質的ではない）。このとき労働供給  

関数および間接効用関数はそれぞれ  

〃，・＝E．・－  
（1）  

（1一丁紺）（1一丁。）   

仇＝（1一丁。）（1一丁w）旦－1n（1一丁紺）（1一丁。）  

（2）  

となる。課税前の勤労所得は凡に等しいから，E椚  

＜Eより，その分布は能力と同じように下方に偏っ  

ている。（1）より勤労世代の平均労働供給量Ⅳは  

＝Ⅳ（Tw，ち）（3）   Ⅳ＝E－   

と表せる。  

（1一丁紺）（1－ち）  
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先決変数である。したがって保有資産額4に関わ  

らず，すべての退職者は労働者一人あたりの保険  

税額丁抄〃（T紗，T。）を最大にするようなT抑を選好す  

る。退職者にとって最適な保険税率は1階条件   

よりT。の関数として  

芝＝（1…）〔帆，Tc）＋T濃〕＝0（7）   

2 退 職 者   

退職者fの効用水準を坑とする。就労期の貯蓄  

によって4だけの資産を保有している場合，  

巧＝（1一丁。）（1＋γ）4＋β  

である。退職者の資産保有額は1時点だけでみれ  
ば先決変数であり，消費税率や保険税率が変更さ  

れても影響を受けない。しかし長期的には労働供  

給の変化が就労期の貯蓄に影響を与えるから，退  

職期の資産保有額も変化する。とくに保険税率や  

消費税率が→走で推移するときには，退職世代の  

平均資産保有額Aは  

A＝（1一丁抑）〃（T紺，T。）  

と表せる。  

（1）社会保障給付   

社会保障給付の財源は消費税と勤労所得に課さ  

れる社会保険税（以下では保険税と略称する）に  

よって調達され，完全な賦課方式で運営されてい  

るものとする。退職世代人口を1，勤労世代のそれ  

を1＋兜とすれば，一人あたり社会保障給付は  

β＝T。（1＋γ）A＋T抄（1＋兜）〃  （4）  

と表すことができる。右辺第1項は消費税収，第  

2項は保険税収である。さらに保険税率や消費税率  

が一定で推移するときには，  

β＝【（1＋γ）ち（1一丁紺）＋（1＋乃）Tぴ］Ⅳ（T抄，ち）  

：＝β（T抄，ち）  （5）  

と書ける。  

ⅠⅠⅠ保険税による財源調達と社会保障の規模  

消費税率を所与として給付と保険税率が有権者  

の「誠実な投票」による多数決投票の均衡で決  

まってくるものと考えよう。ここでいう均衡とは  

他のいかなる選択肢と対峠しても過半数の支持を  

得られるような選択肢（コンドルセ勝者と呼ぶ）が  

選出された状態をいう3）。  

1退職世代の政策選好   

退職者の政策選好は（4）を代入した効用関数  

巧（T紺，T。）＝（1＋州（1－ち）4＋T。A  

＋（1＋乃）T紗〃（T抄，T。）］  （6）  

によって表現される。退職者にとって4やAは  

T£（T。）＝ト  
（8）  J（1一丁．）〟   

と求まる。   

消費税率が所与のとき各退職者の政策選好は  

T品（T√）を頂点とした単峰型のグラフとして措かれ  

る4）。退職者の政策選好が保有資産の多寡にかかわ  

らず一致するのは，勤労所得ベースの社会保険税  

を財源とする社会保障制度は退職世代内の所得再  

分配効果を伴わないからである。   

2 勤労世代の政策選好   

次に労働者の政策選好について考察する。退職  

期にも現在と同じ政策が継続して採用されるとい  

う政策コミットメントを仮定する。このとき労働  

者fの政策選好は効用関数  

巧（T紺，ち）＝（1一丁。）（1一丁抑）昂  

β（T抑，ち）   

1＋γ  

－1n（1一丁紺）（1一丁。）＋  

によって表せる。退職者の場合と違い，保険税に  

よって調達される社会保障給付は勤労世代内で生  

涯所得ベースの再分配を引き起こす。給付額は個  

人の勤労所得とは無関係に一定だから，社会保障  

制度は就労期に低所得であった者に有利な仕組み  

になっている。   

保険税率の引き上げが一人あたりの社会保障給  

付に与える効果は退職世代と勤労世代で異なる。  

勤労世代が退職期に受け取る社会保障給付に村し  

て保険税率の引き上げは2つの効果を持っている。  

第1は次世代の労働供給の成果をより多く徴収し  

て給付を増大する効果であり，第2は同世代の貯  

蓄を抑制し消費税収を減らすために給付が減額さ  

れる効果である。（5）を微分すると，   

芸＝（1＋乃）ト濃〕   
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・（1・ヰ叫一丁紺）芸〕（9）  

となる。右辺第1項は次世代が就労期に支払う保  

険税の変化，第2項は同世代が退職期に支払う消  

費税の変化を表している。  

（9）を（2）に代入すれば保険税率の引き上げに  

よって労働者fの直面する効用の変分は   

1 ∂β  
慧＝－（1－でc）凡・㍍嘉  （10）  

となる。（10）の中辺第1項は税引き後賃金率低下  

による効用の減少分，第2項は給付の増大がもた  

らす効用の増分を表している。   

さらに（10）は次のように書きかえることができ  

し再分配の側面だけに焦点を当てているので，γ≧  

乃のとき平均以上の所得を稼ぐ労働者にとって社  

会保障制度は不必要なものになっている。（11）か  

ら明らかなように，γ≧乃のとき勤労世代で平均以  

上の所得を稼ぐ労働者（昂≧且）にとって最適な保  

険税率はT諾＝0である。能力の分布によっては中  

位所得水準の労働者（昂＝昆乃）でもそうなる。   

以下では特に断らない限り，人口成長率と利子  

率に関して  

＜＜1  
2 1＋r  

（13）  

を仮定して分析を進める。これは（10）の2階条件  

を成立させるための十分条件である5）。（13）は人口  

増加率が利子率よりも低すぎなければ満たされる。  

平たく言えば，人口成長率が利子率よりも低いた  

め賦課方式の社会保障制度は動学的に非効率であ  

るが，そこに内在する再分配効果のために勤労世  

代が全員丁諾＝0を選好するほどγと調の禿離幅は  

大きくないケースが許されている。日本の現状に  

照らしたとき，この想定は十分にもっともらしい  

であろう。   

2階条件が満たされるとき，坊（T抑，T。）はT甜につ  

いて単峰型である6）。さらに能力との交差微係数は  

る。  
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6－ち濃一柳・T濃〕（11）  

第1項は保険税率上昇の再分配効果による労働者  

才の効用の変分を表しており，平均未満の能力（し  

たがって平均未満の勤労所得）しか持たない労働者  

にはプラスの値になる。第2項は追加的な労働供  

給の歪みによる効率性の損失を表している（⊃  

1－（1一丁川1一丁。）は課税の前後における賃金率の  

差だから，それに労働供給の変分を掛けた値はい  

わゆる死量的損失の変分に等しい。第3項は賦課  

方式の社会保障制度によって行われる世代間所得  

移転がもたらす損失を表している。γ＞乃ならば勤  

労世代から退職世代への世代間所得移転の増加は  

資源配分の動学的効率性を阻害する。   

労働者～にとって最適な保険税率をT諾とする（〕  

（11）を具体的に書き出すとそれは1階条件   

覧＝－（1－でc）い〔㌶－でc〕E  

∂2【／∫  

誠i∂T紺  

＝－（1一丁。）＜0  （14）  

となるから，T諾は昆の減少関数である。能力の高  

い（裕福な）労働者ほど低い保険税率と給付を選好  

する。  

3 投票均衡  

（1）中位投票者   

多数決投票の均衡では有権者全体の中位投票者  

にとって最適な政策が選択される。このモデルで  

は中位投票者も内生的に決まる性質を持っている  

ので，それを均衡中位投票者とよぼう。   

均衡中位投票者を見つけるには退職者と労働者  

の政策選好を比較しなければならない。（7），（9），  

（10）から，任意の昂について  

矧匿，で。，乃）＜で£  （15）  

が成り立つことがわかる。退職者にとって最適な  

保険税率はどの労働者のそれよりも高い。これは   

〕  

1＋〃  
≦0（12）  

（1・榊－ち）（1一丁ル）  

を満たすように決まってくる。不等号成立の場合  

丁諾＝0である。T諾は能力，消費税率，および人口  

成長率の関数として  

T£＝矧匿沃，乃）  

と表せる。   

このモデルは将来所得に関する不確実性を捨象  
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退職者の政策選好には税引き後賃金の低下による  

効用の減少や保険税率引き上げによって生じる長  

期的な消費税収の低下が反映されないからである。  

（15）および邦＞0より均衡中位投票者は勤労世  

代の投票者になる。その能力を監とする。それは  

1・（1・中（叫＝（1・姫一中ニ）］を解いて   

埴）＝富み  
（16）  

となるように決まる。これを用いれば，消費税率  

T。が与えられたとき多数決投票の均衡保険税率Tニ  

は消費税率と人口成長率の関数として  

Tニ＝項革，T”邦）‥＝丁ニ（ち，邦）  （17）  

と表せる。  

（16）より均衡中位投票者はEニ＜E椚を満たして  

いる。これは退職世代の政治的影響力が保険税増  

税，給付拡大へと作用するため，均衡での社会保  

障支出は勤労世代の過半数にとって過大な水準へ  

歪められることを意味している。   

保険税率に関する政策選好の分布を図2にまと  

めた。T址＝0およびT抑＝T£について措かれている  

長方形の面積はそれぞれの税率を最適とする労働  

者および退職者数を表している。それら以外のT甜  

についてはそれを最適税率とする労働者の密度を  

示しており，図1に措いた能力の密度分布を左右  

反対にして縦に1＋邦倍拡大したグラフである。   

均衡税率Tニは分布図の下側の面積がその左右で  

ちょうど一致する水準として決まってきており，  

退職世代の政治的影響力のために勤労世代の中位  

所得者にとって最適な保険税率瑠を上回る。   

給付や負担の規模を決定する要因は社会保障制  

度が引き起こす世代間および勤労世代内の再分配  

効果である。世代間所得移転の規模を最大限にま  

で増やそうとする退職世代と世代内所得移転を拡  

大しようとする勤労世代の低所得層が規模拡大を  

支持する勢力となる一方，勤労世代の中高所得層  

がそれに反村する構図となり，両方の勢力がバラ  

ンスする水準で均衡税率が決定される。  

（2）比較静学   

人口構造の高齢化，勤労世代での分配の不平等  

化，消費税率の上昇は均衡での保険税率や給付水  

準をどのように変化させるであろうか。  

O T㌘ T；  T£  

図2 投票均衡（保険税による財源調達のケース）   

高齢化は人口成長率邦の低下と捉えることがで  

きる。高齢化は社会保障負担に村して次の相反す  

る2つの効果を通じて影響を与える。   

第1に，高齢化は個々の労働者にとっての最適  

保険税率を低下させ，均衡保険税率を引き下げる  

効果を生む。これは労働力の減少が保険税の限界  

的な税収調達力を低下させるからである。具体的  

には（10）を乃で微分すると，  

主＝三ト  ＞0  

（1一丁。）（1一丁紺）2   

となる。符号は（8）および（15）によって確認でき  

る。これによりT諾 は乃の増加関数であることが  

判明する。   

第2に，高齢化は政治的意思決定における退職  

世代の影響力を相対的に強化し，均衡保険税率を  

上昇させる効果を生む。（16）より，ELは犯の減  

少関数になっている。したがって高齢化によって  

均衡中位投票者は勤労世代のより貧しい労働者へ  

シフトする。   

均衡保険税率を引き上げるかどうかはこれら2  

つの効果の大きさに依存する。一人あたり社会保  

障給付に対する影響は，均衡保険税率の変化によ  

る影響に加えて，勤労世代人口の相対的減少に  

よって保険税の税収が低下する効果が付け加わる  

が，やはり退職世代の政治的影響力の高まりが給  

付を拡大する効果を持っているため，確定的なこ  

とはいえない。   

消費税率の引き上げは均衡保険税率を低下させ  

る。（10）をT。で微分すれば   
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∂2亡／よ  

∂T。∂Tw  

9  

1＋〝   労期に直面していた保険税率は現時点で勤労世代  

が直面している保険税率丁妙に等しく，退職者ノは  

就労期に昂の能力に恵まれた個人であるとして議  

論を進める。このとき（20）の右辺第1項について  

A－4＝（1一丁紺）げ一助となる。  

（20）を解けば，最適消費税率は昂，T紺，邦の関数  

として  

Tg＝Tg（Eノ，T抄，〝）  （21）  

と表せる。また能力と消費税率の交差微係数は   

孟＝－（1＋榊一Tw）＜0  

となるから7冒は昂の減少関数であり，能力の高  

い（多額の資産を持つ）退職者ほど低い消費税率と  

小規模の社会保障給付を選好する。消費税は退職  

期の消費のうち社会保障給付額を超えた部分につ  

いて比例的に課税するため，それが多い退職者ほ  

ど消費税率の引き上げに反村しやすい。   

ー（E一旦）－  

（1＋γ）（1一丁紺）2（1－げ  

が得られる。第1項は消費税の増税が保険税の再  

分配効果を縮小すること，第2項は消費税の増税  

によって勤労世代の労働供給を阻害され保険税の  

限界的な税収調達力が低下することを示している。  

能力分布の仮定より均衡中位投票者はE；＜Eを満  

たすから第1項，第2項ともに負である。したがっ  

て，均衡保険税率は低下する。消費税率と保険税  

率の相互依存関係が持つ意味については後述する。  

ⅠⅤ 消費税による財源調達と社会保障の規模  

1退職者の政策選好   

保険税率を一定に固定した上で，消費税による  

財源調達のケースを考察する。保険税と違い消費  

税は退職世代の間にも再分配効果をもたらすため，  

資産保有額の多寡に応じて退職者の政策選好も異  

なってくる。（4），（6）から退職者ノにとっての最  

適消費税率一言は   

賢＝－（1＋γ恒貰≦0  
（18）  

を満たすように決まる。不等号成立のときはT冒＝0  

である。退職世代の直面する消費税の給付拡大効  

果は資産保有額が先決変数であることから，   

＝（1＋γ）山車…）  （19）  

と表せる。右辺第1項は退職世代が平均的に支払  

う消費税額の増分，第2項は勤労世代から徴収さ  

れる保険税収入の減少分である。（19）を（18）に  

代入して最適消費税率の1階条件は  

2 労働者の政策選好   

保険税のケースと同様に，税率の変更にはコ  

ミットメントが伴うと仮定したとき，消費税率引  

き上げによる労働者gの効用変化は  

1∂β   
賢＝－（1一叫＋后右転  （22）  

と表せる。一方，労働者の直面する消費税の社会  

保障給付拡大効果は   

貰＝（1＋榊一丁w）〔Ⅳ＋丁漂〕   

・（1・〝）  
（23）  

となる。退職者との相違点は第1項に現れている。  

消費税増税に伴う同世代の貯蓄減少が退職期の消  

費を抑制し社会保障給付を減らす効果が含まれる。  

（23）を（22）に代入すれば，労働者オの効用変化  

は   

雷＝（1一丁川㌃頼［1－（1一丁紺）（1  

（1＋〝）丁紺  警＝（1＋州A－4） 有‾、⊥T′ハ几‾¶ ≦0  

‾   一丁。）2（1一丁紬）  
（20）  

と書き直すことができる。（20）の右辺第2項は非  

正だから，平均以上の資産額を保有する退職者に  

とって7ぎ＝0である。最大化の2階条件が満たさ  

れていることは明らかだから，保険税率を所与と  

したときすべての退職者の政策選好は消費税率に  

ついて単峰型になっている。   

以下では説明の便宜上，現時点の退職世代が就  

－一丁二三－一三  
（24）  

と書ける。第1項は消費税の再分配効果，第2項  

は労働供給抑制に伴う効率性阻害効果，第3項は   
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世代間所得移転縮小による動学的効率性の改善効  

果を表している。   

具体的に計算すると，労働者fにとって最適な  

消費税率ポは   

若＝（1－榊一旦）  

（1＋〝）で甜  
ユリ ‾ 

示市布 
（25）   

（1＋州1－げ（1－  

を満たすように決まる。不等号成立のときはポ＝0  

である。退職者の場合と同様に，（25）から最適消  

費税率は昆，T抑，〃の関数として表せる。  

ガ＝ガ（軋丁棚，乃）  （26）  

2階条件が満たされていることも明白だから，（内  

点解を仮定する限り）丁抑を所与としたとき労働者  

の政策選好はT。について単峰型になっている。   

平均所得以上を稼得する労働者にとって最適な  

消費税率はポ＝0である。これは（25）の中辺第2  

項および第3項ともに非正であることからわかる。  

さらに（25）から交差微係数について  

O T㌘Tご T；  

図3 投票均衡（消費税による財源調達のケース）  

である。能力昂の労働者と能力且β（昂，Tw）の退職  

者の消費税率に関する選好は一致する。   

政策選好の一致する労働者と退職者の能力の間  

には  

㌘（昂，ち）＞昂  （28）  

という関係を見て取れる。そのため，消費税増税  

に賛成する人口の割合は退職世代の方が勤労世代  

よりも高くなる。これは退職者の場合消費税率の  

引き上げが将来消費の抑制を通じて社会保障給付  

を減らす効果を考慮する必要ない分だけ消費税の  

増税を支持しやすいからである。   

政策選好の一致する労働者と退職者を組み合わ  

せることで均衡中位投票者を捜し出す。簡単にい  

えば，低所得の労働者と低資産保有の退職者が消  

費税増税による社会保障給付の充実を求める勢力  

となり，高所得の労働者と高資産保有の退職者が  

それに反村する勢力となる。   

政治的対立の構図を図3のように措くことがで  

きる。図3の上のグラフは退職世代における最適  

消費税率の分布，下は勤労世代のそれを示してい  

る。長方形の面積は各世代において消費税率ゼロ  

を最適とする人口数を便宜的に表している。長方  

形部分を除くと，退職世代のグラフは人口の相違  

を反映して，勤労世代のグラフを縦に1／（1＋乃）だ  

け圧縮した形になっており，しかも政策選好の相  

違から右へシフトしている。均衡消費税率Tごは点   

∂2【／f  

∂gブ∂ち  

＝－（トで棚）＜0  

が得られる。したがってポは＆の減少関数であ  

り，能力の高い（勤労所得の多い）労働者ほど低い  

消費税率と小規模の社会保障給付を選好する。こ  

れは保険税と同様，消費税による財源調達も生涯  

所得ベースで勤労世代内の再分配を行うからであ  

る。   

3 投票均衡  

（1）中位投票者   

消費税による財源調達では退職世代も資産保有  

額に応じて異なる政策選好を持つため，保険税の  

場合よりも政治的対立の構図が若干複雑になる。   

退職者と労働者それぞれの最適消費税率を求め  

た（20）および（25）を比較すると次の事実が判明  

する。保険税率丁甘を所与としたとき，能力昆の  

労働者にとって最適な消費税率ポ＝T。（且，T抑）がや  

はり最適になる退職者ノが持つべき就労期の能力  

昂は  

‥＝呵軋り 
（27）  

Eノ＝昂＋  

（1－㌦）（1一丁げ  
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線の左右で両グラフの下側の面積の和が一致する  

ように決まってくる。   

勤労世代の均衡中位投票者をEニとすれば，それ  

は形式的には次の条件を満たすように決まる。   

中世，T小（1…）畔）＝塑空（29）                        2  
左辺第1項は退職世代で消費税の増税に賛成する  

投票者数，第2項は勤労世代のそれを表す。（29）  

よりEニは兜とT抑の関数になっていることがわか  

る。これを用いれば均衡消費税率Tごは  

Tニ＝Tぎ（E∴T紺，乃）：＝Tご（丁紺，乃）  （30）  

と書ける。以下ではTご＞0を仮定して議論を進め  

る。  

（2）比較静学   

高齢化（乃の変化）が退職者の政策選好に与える  

効果は（20）より   

一（1一丁紺）≦0  

となる。高齢化は保有資産の多寡にかかわらず退  

職世代を消費税率の引き上げにより積極的な政治  

的態度をとらせるように作用する。これは勤労世  

代の労働供給が減少する結果，消費税率の引き上  

げが保険税収入を減らす効果が小さくなるからで  

ある。   

一方，勤労世代については（25）より  

率の引き上げを支持しやすい（β＞昂）。そのため  

彼らの政治的影響力の高まりは均衡消費税率をさ  

らに引き上げる結果になる。一方，社会保障給付  

に村する効果は労働者数の減少によって保険税収  

入が減少する効果と消費税率上昇による増収効果  

が反対方向に作用するため確定的なことはいえな  

い。   

保険税率の上昇は退職者および労働者の最適消  

費税率を引きFげる。これは労働供給の減少が消  

費税の限界的な税収調達力を縮小することと税引  

き後賃金の低下が消費税の再分配効果を弱めるか  

らである。形式的にはこの結果は（20）および（25）  

より  

∂2り  1＋乃  
＜0  

∂Tぴ∂Tc（1一丁。）2（1一丁ぴ）2  

∂2亡／≠  1＋乃  
＜0  

2  
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∂Tぴ∂T。  

となることから明らかである。これらの効果を投  

票均衡の条件に適用すれば  

些 
＞0，＜O  

dr“．  
（32）  

が得られる8）。保険税率の引き上げは均衡消費税率  

の決定において勤労世代の均衡中位投票者の所得  

水準を引き上げ，均衡消費税率を低下させる。  

（3）保険税との比較   

消費税と保険税の投票均衡においてもっとも本  

質的な相違点は均衡中位投票者の所得水準である。  

それは（16），（28），（29）から  

Eニ＜左＜＆  （33）  

を満たすことがわかる。消費税による財源調達は  

裕福な退職者を社会保障給付の増大反対に回らせ  

る結果，投票均衡で選択される政策は勤労世代の  

中で過半数の選好を反映した政策により近づくこ  

とになる。  

（33）は同時に，財源調達方法の変更が退職世代  

内での政治的対立の構図を変化させることも示し  

ている。保険税の場合，均衡では退職世代は全員  

給付の拡大に賛成する勢力になっている。しかし  

消費税の場合には，過半数には達しないものの一  

部の裕福な退職者は給付の縮小を支持する勢力に  

なる。これは消費税が退職世代内の再分配効果を   

∂2【／f  Tぴ  

あ∂Tc（1＋州1  

となるから，高齢化によって勤労世代も消費税率  

引き上げに賛成しやすくなる。これは（24）の右辺  

第3項からわかるように，高齢化は消費税率の引  

き上げによる動学的非効率の縮小効果を強めるか  

らである。   

これらの観察に基づいて（29）および（30）を解  

析すると，  

些 ＞＜O  
d乃  

（31）  

が得られる7）。高齢化は勤労世代の均衡中位投票者  

の所得水準を引き下げ，均衡消費税率を上昇させ  

る。保険税のケースと同様に高齢化は退職世代の  

政治的影響力を強化するが，消費税による財源調  

達の場合，退職世代の方が勤労世代よりも消費税  
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持つからである。この点は社会保障制度の政治的  

維持可能性を考える上で重要である。   

均衡における給付の規模は中位投票者の相違だ  

けでなく消費税と保険税の課税ベースの違いをも  

反映する。実際γ＞乃という条件の下では消費税の  

方が課税ベースが広いため，T。＝丁紺でも給付の規  

模は消費税の方が大きい。この影響を取り除くた  

めに以下ではγ＝邦を仮定して議論する9）。   

γ＝乃のとき勤労世代の予算制約に照らして言え  

ば消費税と保険税は同等な税である。厳密には，  

税引き後賃金率（1一丁。）（1一丁紺）が一定になるよう  

な消費税率と保険税率の組み合わせはすべて同一  

の消費，労働供給，社会保障給付を実現させる10）。   

しかし，政治的には両者は異なる支持層を持つ。  

社会保障給付をそれぞれの税だけで調達する場合  

の均衡税率を考えると，（33）からTニ＞T：が成立す  

る。均衡給付水準も保険税の場合の方が大きくな  

る。   

給付水準に関する結果は保険税で全額調達され  

る場合と保険税率を（低水準に）固定して追加的給  

付を消費税で賄う場合を比較しても当てはまる。  

後者の場合に実現する税引き後賃金率は前者の場  

合よりも必ず高く，社会保障給付は前者の場合の  

方が必ず大きい。   

この事実は日本の社会保障制度の将来像につい  

て興味深い含意を持つ。平成16年度財政再計算で  

は今後の少子化，高齢化の進展に伴って社会保険  

料の引き上げが予定されている。社会保険料をた  

とえば現在の水準で固定し不足分は消費税収を充  

当する形で財源調達を行う代替案を考えることも  

できる。そうすれば社会保障の規模拡大を抑制し，  

（勤労世代の過半数が賛成するという意味での）適  

正な水準に近づけることが可能になる。  

Ⅴ 財源調達方法の決定  

消費税で財源調達した方が社会保障の規模を適  

正化できるという議論を仮に受け入れたとしても，  

果たしてそう都合よく消費税が財源調達手段とし  

て政治的に採用されるだろうか。またなぜ最近に  

なって社会保障財源を消費税で調達する動きが高  

T（：  

∴モ＼        」         i       i －    さ丁甘   

O  C2  耶  

図4 構造誘導均衡（単一均衡のケース）  

まってきているのだろうか？   

保険税率と消費税率のように複数の政策変数の  

組み合わせを多数決で決定する場合，個人の選好  

が特殊な条件を満たしていなければ一般にはコン  

ドルセ勝者は存在しない11）。しかし政策変数が個  

別に投票に付される集団的意思決定の構造を前提  

にすれば，それぞれの政策が他を所与としてもは  

や単一変数の投票均衡になる状態を考えることが  

できる。これがShepsle（1979）による構造誘導均  

衡（StruCtureInducedEquilibrium）の基本的な考  

え方である12）。ここでは仝有権者の政策選好を反  

映した議員によって構成される2つの委員会がそ  

れぞれ消費税率と保険税率の決定権を事実上有し  

ている構造を前提として分析する13）。   

構造誘導均衡において実現する消費税率と保険  

税率（ポ，島）はそれぞれの委員会における投票均衡  

の成果として2つの条件  

Tg＝王（T£，邦），T乙＝Tニ（Tg，乃）  
を満たすように決まる。ここでは構造誘導均衡が  

人口成長率によって変わることに着目する。   

図4の均衡保険税率曲線勒取T。は〝を所与と  

して（17）の関係をプロットしたものである。消費  

税率が高くなれば均衡保険税率は低下し，消費税  

率がWちの水準を超えればT；＝0が実現する。一  

方，均衡消費税率曲線Cl〔ちT抑はやはり邦を所与と  

し（30）の関係をプロットしている。保険税率が高  

くなれば均衡消費税率は低下し，Gの水準を超え  

ればT；＝0となる。構造誘導均衡で決まってくる  

消費税率と保険税率は2つの曲線の交点で表され   
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る。   

乃≧γ，あるいは乃＜γだが両者が差が十分に小  

さいときは図4のように均衡保険税率曲線が必ず  

均衡消費税率曲線よりも外側に位置する14J。その  

結果，構造誘導均衡は図中の点Ⅳ1で一意に決ま  

る。社会保障財源はすべて保険税だけで調達され，  

消費税が採用されることはない。〝とγの差がほ  

とんど無視できる程度であれば，ⅠⅤの最後で論じ  

たように，退職世代の政治的影響力が社会保障の  

規模を勤労世代の大多数にとっては過大な水準に  

まで膨張させる。   

しかし人口成長率が低下すると各曲線の位置は  

変化をする。ⅠⅤ」3－（2）で述べたように，退職世代  

の政治的影響力を通じた効果が大きくなければ〝  

の低下によって均衡保険税率曲線は内側にシフト  

する。均衡消費税率曲線は〝の低下によって必ず  

外側ヘシフトする15）。結果として〝がγを十分に  

下回れば各曲線の位置関係は図5のようになる。   

図5では3つの構造誘導均衡が存在している。  

保険税だけで財源調達される均衡（点取），消費税  

だけで財源調達される均衡（点Cl），および保険税  

と消費税がともに財源調達に使われる均衡（点G）  

である。   

高齢化の進展は社会保障の財源調達を全面的あ  

るいは部分的に消費税へ移行させる可能性を政治  

経済的均衡の中に生み出す。これは人口成長率の  

低下が保険税の税収調達力を低下させ，勤労世代  

のみならず退職世代の消費税選好を強めるからで  

ある。そうはいうものの，高齢化が進展しても保  

険税だけで財源調達が行われるのも均衡になる。  

高い保険税率が維持されれば，消費税収で社会保  

障給付を追加する政策は実現しない16）。  

ⅤⅠ お わ り に  

本稿では財源調達方法の選択が社会保障の負担  

や給付の政治的決定に対して持つ意味を投票モデ  

ルを用いて考察した。また消費税による社会保障  

の財源調達を高齢化の進展した社会における政治  

経済的な均衡と捉えることができる点を指摘した。   

分析を拡張する一つの方向性としては，本稿の  

Tc  

n
 
勒
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さT加  

（
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C－2  昭  

図5 構造誘導均衡（複数均衡のケース）   

投票モデルに経済成長のメカニズムを導入するこ  

とが考えられよう，佐藤（2006）や加藤（2006）で  

は社会保障制度を外生変数として扱って，その給  

付や負担が経済成長率などの内生変数に与える影  

響を考察している。しかしながら政治経済学の観  

点からすれば，社会保障制度は経済成長率などと  

同じく社会経済の中で内生的に決まってくるもの  

であって，両者の因果関係について計測されるシ  

ミュレーションや推計の結果の解釈には慎重でな  

ければならない。   

最後に社会保障制度の政治的碓持可能性につい  

て触れておきたい。   

本稿の投票モデルでは政策コミットメントを仮  

定し，社会保障制度が将来も存続することを前提  

にしてきた。しかし，社会保障制度の将来が危ぶ  

まれるのは政策にコミットメントが欠如している  

からである。先の諮問会議の議事録では，医療費  

の伸び率管理の論争において谷垣財務大臣がマク  

ロ経済指標との連動を政策へのコミットメントだ  

と述べている。確かにマクロ経済指標との連動を  

例外なく法律によって強制することが可能ならば，  

この提案は社会保障制度の信頼性回復に有益であ  

ろう。   

公的年金における個人勘定の導入や首里（2006）  

が着目したスウェーデンの「みなし確定拠出年金  

制度」は，世代間不公平の是正措置だけでなく，  

政策コミットメントという側面も持っている。拠  

出と給付に確実なリンクをつける改革によって年  

金制度の政治的維持可能性を高めることができる。   
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世代どうしが完全な利他主義によって結びつけ  

られているならば社会保障制度の維持可能性を心  

配する必要はないであろう（同時に社会保障制度に  

よって世代間所得移転を行う意味も薄れてしま  

う）。しかし畑農（2006）が示しているように，世  

代間にそれほど強い利他主義が作用している証拠  

はないようである。   

政治的維持可能性を考える上で見過ごしてなら  

ないのは，社会保障制度が世代間だけでなく世代  

内の所得再分配も行っている点である。年金制度  

でいえば，高齢化の進展に伴って公的年金の内部  

収益率が低下しているため，保険税支払額の多い  

高所得世帯ほど，生涯で見れば年金制度を通じて  

相対的には損をすることになっている。   

Tabellini（1991，2000）はこの点に焦点を当てて  

社会保障制度の政治的維持可能性について新しい  

見方を提示した。世代間の利他主義に大きく期待  

しなくても，世代間所得移転を廃止することが同  

時に世代内の再分配をもやめることになる場合，  

社会保障制度は政治的に頑健になる。退職世代だ  

けでなく勤労世代の低所得層が制度の廃止に反対  

する勢力となるからである。   

勝又（2006）が論じている社会保障支出のネット  

とグロスの概念の相違も制度の政治的推持可能性  

と無縁ではないであろう。給付を所得税の課税  

ベースに算入して一部を国庫に還流したり間接税  

負担を通じて実質的な給付額を削減したりする仕  

組みは，制度設計時点で政治的な影響力のほとん  

どない将来世代に事後的な給付調整を許し，現在  

世代が将来世代に過度の負担を残さないようにす  

る役割を果たしている。   

財源調達方法の変更は政治的維持可能な社会保  

障の規模にどのような影響を与えるだろうか。政  

治的維持可能性にとっては次の2つの効果が重要  

と考えられる。→つは消費税へのシフトが退職世  

代のうち平均以上の資産保有者を給付拡大への反  

対勢力にする効果である。もう一つは，社会保障  

負担の一部を退職期に繰り延べることによって勤  

労世代が制度の廃止から得るメリットを縮小する  

効果である。これらの2つを考慮に入れたとき政  

治的に安定な社会保障の規模とそれを支える財源  

調達方法がどのように決まってくるかという問題  

は今後検討すべき興味深い課題として残されてい  

る。  

補論：（31）および（32）の計算過程について  

最適消費税率碓＝咋（乱丁抑）について，（25）より  
塑L」二包 
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∂Tg  

あ（1＋㌦）軋（1一珊1一丁抑）  

が得られる。ただし，  

である。  

（29）を乃で微分すると  

瞑晋＝一品階身1＋Tc］＜0  

［咋）貰 ＋（1＋榊堰＝；一嘲＞0  

（A．1）  

が得られる（符号はE：＜旦那より明らか）。ここで  

（27）より  

誠0． 1＋Tぎ  ∂Tg  
．    1＋  

狙 （1一丁湘一群狙  

2（1＋〝）T紺  

（1＋r）吋上が（1一丁抑）  

だから（Al）の左辺の括弧内も必ず正。したがって  

dE；／匂乃＞0が成り立つ。さらに（30）より  

． 互生些．些 d形 ∂Eg血 あ  ＜0  
が成り立つ。  

（29）を一打で微分すると  

咋）芸＋（1＋坤塘＝一昨）貰  ［  

（A2）  

が得られる。ここで（27）より  

∂g‘’  丁ご  

∂T紺（1一軒（1一丁紺）2  

弼
l
れ
 
 
 

（1一丁ご）2■（1一丁げ  
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（1＋現1＋T仰＋項1一丁紺）］  てることで排除しているが，もしも所与のT。の   

もとで給付水準を最大化する保険税率T㌘＝arg   

maxβ（Tぴ，ち）が設定されたとき州＝0を選択する   

労働者が存在するならば，坊（T抑，T。）は単峰型に   

ならない。しかし（14）の単一交差条件が満たさ   

れていれば，単峰性が満たされている場合と同じ   

ように勤労世代における政策選好の集計が可能に   

なり，投票均衡の結果にはまったく影響しないこ   

とが知られている。詳細はGans and Smart   
（1996）を参照せよ。  

7）計算過程は補論を参照せよ。  

8）計算過程は補論を参照せよ。  

9）利子率の方が人口成長率よりも高いとき，長   

期的な税収は消費税の方が多いが，現在価値で見   

れば保険税の税収と同じなる。その意味で課税   

ベースの広さを消費税のメリットと考えるのは正   

しくない。詳細については小西（2002）を参照せ   

よ。  

10）（5）よりr＝乃のときβ（T抑，T。）＝［1－（1一丁ぴ）（1   

－ち）］〃（Tぴ，Tぴ）と表せる。  

11）たとえばPerrsonandTabellini（2000）を参照   

せよ。  

12）詳細はShepsle（1979）を参照せよ。構造誘導   

均衡を用いた最近の分析としてはConde－Ruizand   

Galasso（2005）がある。  

13）ここでの委員会は日本の場合，形式的には，消   

費税率を決定する衆参の財務金融委員会，財政金   

融委員会，社会保険料を決定する衆参の厚生労働   

委員会が該当する。ただし，より現実的には前者   

は自民党の厚生労働部会，後者は同じく税制調査   

会と考えるべきかもしれない。  

14）たとえば乃＝γとしよう。Ⅳ3（3）で述べたよ   

うに，労働者 f にとっては税引き後賃金率   

（1一丁ぴ）（1一丁。）＝葦（一定）となる税率の組み合   

わせは無差別である。ここで凡は労働者の能力   

昂の増加関数となっており，図4の2つの曲線   
は均衡中位投票者の持つ葦の水準によって位置   

が決まっている。（33）より均衡中位投票者の能   

力は保険税のケースの方が低い。したがって＆   

の値は均衡保険税率曲線の方が小さくなるから，   

均衡消費税率曲線よりも外側に位置する。  

15）Gと恥の水平軸上の位置が逆転しないことは   

計算から容易に確かめられる。恥に対応する保   

険税率は（10）にち＝0を代入して書き換えれば  

≦0  

（1＋州1－が（1一丁紺）3u打  

となるから，（A．2）の右辺は正。したがって，dEニ／   

dTぴ＞0が判明する。これを用いれば（30）より  

坐塑些こ．生 
＜O  

dTぴ ∂E！dTぴ ∂T紺   

が成り立つ。  
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注   

1）現在の団塊の世代のように退職を目前にした  

世代は，モデル上は退職世代に含めて解釈した方  
が妥当であろう。   

2）ここでの社会保障給付は年金に限定せず，医  

療や介護も含めた退職世代に対する給付と考えて  

よい。一人あたり給付額を就労期の勤労所得にか  

かわらず一定としているのは日本の被用者年金給  

付の現実とは相容れない。しかしこのモデルで本  

質的なのは社会保障制度が勤労世代の高所得者か  

ら低所得者への再分配を行っている点であるか  

ら，一人あたり給付が緩やかに所得比例型になっ  

たとしても分析結果が影響を受けることはない。   

3）日本では間接民主制が採用されているからこ  

のような多数決による政策決定は非現実的と思わ  

れるかもしれない。しかし国会議員が全有権者の  

政策選好を反映して選出されていれば，国会での  

政策決定を全有権者による多数決投票の結果に  

よって近似的に捉えることができる。  

4）2階の条件，   
∂211  2  

＜ 0   
∂T紺2 （1一丁。）（1  一丁紺）3  

が満たされるから，単峰型であることが容易に確   

認できる。  

5）2階条件は  

2（1…）  
（1＋乃）T紺  

∂2【／1 1  
‾ 

∂T孟（1一丁紺）2   
E一塩＋崇（E－1）  ≦0   

（1＋州1一丁川1一丁。）  
（1＋r）（1一丁抑）2   

となるから（13）の第1不等式が満たされれば必   

ず成立する。  

6）労働者の政策選好の単峰性については若干技   

術的な議論が必要である。実際，（13）の2階条件   

が満たされたとしても必ずしも単峰性は保証され   

ない。本稿では簡単化のために内点解に焦点を当  

を満たすように決まる。一方Clに対応する保険  

税率は（25）にち＝0を代入して書き換えれば  

（1…）T仰  
E－Eご  

（1＋r）（1一丁紺）2   

を満たすように決まることがわかる。E㌫＜Eニだ   
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から，γ≧犯のときは前者の方が必ず後者よりも   

大きい。またγ＜乃でも且ことE：の差が大きけれ   

ばやはりGは勒の左側に来る。  

16）消費税による財源調達の導入は利子率が人口   

成長率よりも高いときに初めて生じる。保険税率   

を引き下げて世代間再分配を減らす効果は社会保   

障の規模を縮小させるが，消費税へのシフトが増   

収効果を持つので，社会保障給付の増減は先験的   

に明らかではない。   
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